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コンテスタビリティ理論批判

野　　本　　了

I　は　じ　め　に

Baumolグループは"perfectly-contestable markets"を産業組織論の

benchmark　にすべきであると強く主張している.もし市場が　perfectly

contestable　ならば,市場の周囲に満ち満ちている潜在的参入の脅威によ

って,市場構造は最も効率的な形態になっているはずである.そして,政

策はもっぱら参入・退出障壁の除去に向けられるべきであり,市場構造及

び市場行動に対する介入は有害無益ということになる.はたしてコンテス

タビリティ理論はbenchmark　と成り得るほどの一般性をもった理論なの

かどうかを検討することが本稿の課題である.

最初にⅢではコンテスタビリティ理論がリアリティを持つのかどうか,

仮定の一般性と整合性,及び実証的研究の結果を検討する.次にⅢではコ

ンテスタビリティ理論がrobustかどうかを検討する.最後にⅣではゼロ

・サンク・コストと規模の経済性の両立可能性について検討する.

Ⅱ　経験的妥当性

ShepherdはMarshall, Schumpeter, Mason, Bain, Caves　という流れ

の中で蓄積されてきた研究(彼は　Hmainstream"と呼んでいる)の上に

立って,コンテスタビリティ理論を厳しく批判している.彼の批判の焦点

はperfectly-contestable marketというモデル設定自体にリアリティがあ

るのかという点にあり,皿で検討する　Schwartz　(im-

perfectly-contestable market　における　robustness　を対象としている)

とは異なる次元を扱っている. "Intuition plus formalism?" (Shepherd
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(1986), p.32)という表現がコンテスタビリティ理論に対する彼の評価を

端的に表わしている.

具体的な論点に入る前にShepherdはcontestabihtyという理論の名称

について,読者を惑わせる誤称であると批難している.その根拠は次の2

点である.第1点は,コンテスタビリティ理論は参入条件にその拠って立

つ基盤があるにもかかわらず, "contest"という言葉を用いることによっ

て,存在し得ない参入後の闘争に注意を向けさせているということである.

すなわち,既存企業は同等の能力を有する潜在的参入企業によって常に監

視されているのであり,利潤を生み出す価格政策あるいは不効率な生産方

法を採ったならば　自己よりもほんの少し低い価格あるいはより効率的な
°　°　°

生産方法で参入され,顧客のすべてを奪われてしまう.よって,既存企業

と新規参入企業とが同じ市場で顧客の獲得を競い合うというような事態は

コンテスタビリティ理論では想定されていないのである.第2点は,論理

的に許容出来ない参入の程度という含みをこの用語法が内包していること

である.すなわち,コンテスタビリティ理論における効率上の顕著な成果

は④参入が完全に自由, ⑥既存企業が全く反応しない, ㊤サンク・コスト

が厳密にゼロ,という極端な場合にのみもたらされる.よって,理論が想

定している極端な場合から多少とも承雛が生じた時にどのような結果がも

たらされるかは別途検討されなければならない問題である. (コンテスタ

ビリティ理論の　robustness　に関して　Baumol　グループは楽観的である

が,後に見るように, Schwartz　よって鋭い批判が加えられている.)こ

のような観点からShepherdは, "ultra-free entry'という用語法がコン

テスタビリティ理論の決定的条件をよりよく反映しており,、このように呼

称さるべきであると提案している.

(A)仮定の矛盾

1.参入の規模と無反応

もし参入の規模が取るに足りない程度のものであったとしたら,コンテ

スタビリティ理論で仮定されているように既存企業からの反応は引き起こ

さないものの,効率的な市場構造-と押し進めるほどの影響力を持つこと
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は出来ない.これは潜在的参入の脅威によって市場構造が完全に内生的に

決定されるというコンテスタビリティ理論の重要な論点に反することにな

ってしまう.一方,もし参入が既存企業に完全に取って代わる程度のもの

であるとすれば(たとえ自然独占であろうとも,ほんのわずか既存企業よ

りも低い価格を提示した新規参入企業にすべての需要を奪い取られてしま

うと想定されている),既存企業が全く反応しないという仮定を支持する

ことが出来るであろうか.ベルトラン・ナッシュ型の無反応の仮定が当て

はまるとすれば既存企業に影響を与え得るようなかなりの規模の参入を認

めることは出来ない.ところが, Bain　によって参入障壁の構成要因の1

つとして数えられている規模の経済性を生じさせる固定費用はコンテスタ

ビリティ理論ではゼロ・サンク・コストという仮定を入れることによって

参入障壁とはならないとされているものの,参入企業が既存企業の生産量

に完全に匹敵する生産量を達成した時にのみ同等の単位当り費用を実現出

来るのであり,完全に取って代わる規模の参入が仮定されなければならな

い.こうした矛盾を内包しているにもかかわらず,コンテスタビリティ理

論では完全に取って代わる参入と既存企業の無反応とが同時に仮定されて

SE4

2.無反応とゼロ・サンク・コスト

費用の内でサンク・コストとなる部分の大きさは時間の長さと逆の関係

をなしている.すなわち,退出にかける時間が長いほど売り急ぐ必要はな

くなるから,より大きな部分を不利でない価格で回収することが出来る.

それゆえ,既存企業が参入に対して反応してこないと仮定されている極く

短い期間において正に,サンク・コストは最も大きくなるはずである.

(B)一般性の欠落

1.無反応

既存企業が容易に対抗・報復し得るほんのわずかの価格差からでさえも

既存企業の反応なしで完全に取って代わる参入が生ずると仮定するのは,

一般的な理論というよりも,むしろ異常な特殊例を対象としていると言う

べきである.
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2.　ゼロ・サンク・コスト

サンク・コストがゼロであるためには,生産過程において使用されてい

る資産が一般的な用途を持ち,他の生産過程にその価値を失わずに移転・

再販売され得なければならない.すなわち,すべての資産が

firm-specificあるいはindustry-specificであってはならないのである.

しかしながらここで考えられている資産は物的なものに限られているわけ

ではなく,非物的な資産をもその中に含んでいるのであり,事実上すべて

の生産過程はそのような条件を満たさない特有の資産を必要としている.

よって,サンク・コストがゼロという仮定は一般理論を作り上げる上で妥

当な仮定と言えるか疑わしいと言わざるを得ない.

(C)検証

1.サンク・コストの役割

コンテスタビリティ理論のrobustnessに関連してI. Kessidesによる

分析が　Baumol　グループによって提示されている.稔企業数の変化で計

った参入率を従属変数とし,成長率,参入の規模,初期年の利潤率,サン

ク・コストを独立変数として回帰分析を行ない,サンク・コストの係数が

有意に負という結果を持って理論の　robustness　が支持されたとしてい

る.はたしてそうであろうか.すなわち,コンテスタビリティ理論に従え

ばサンク・コストの大きさは既存企業の価格設定行動に影響を与えるので

あり,理論の想定する潜在的参入の脅威によって価格水準が制約されると

いう過程が最も良く働いているならば,現実の参入は生じないはずである.

現実に参入が生ずるということはこのメカニズムが有効に働いていないこ

とを示している.サンク・コストの存在は既存企業と参入企業との間に機

会費用の差を発生させ,この差異ゆえに既存企業が参入を阻止しながら利

潤を得ることを可能にしているのである.よって,適切なモデルとしては,

価格・費用マージンを従属変数とし,サンク・コストを独立変数としなけ

ればならない.

2.航空産業

Baumolグループは規制緩和後のアメリカ航空産業を,コンテスタビリ
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ティ理論の最も顕著に当てはまる事例として特に取り上げている.

(Scherer (1986)は輸入による外国からの競争を可能性のある候補として

挙げている.)彼らの直観は的中しているのであろうか.

まず第1の問題は関連市場をどのように画定するかにある.関連市場が

適切に画定されなければ参入,退出,及びそれらに伴う障壁が不明確にな

ってしまう. Baumolグループは,サンク・コストとの関係で,路線問な

らば航空機を容易に移動させ得るというコンテスタビリティ理論にとって

都合のよい状態を利用するため,個別の都市間路線を関連市場としている.

しかしながら関連市場は需要の代替可能性という基準によって画定される

ものであり,この点について明示的な考慮が払われなければならない.

仮に都市間路線を関連市場として認めたとすると,参入はある路線で就

航させていた航空会社が他の路線に追加的に就航させるという形態でなさ

れる.こうした参入の脅威があっても市場がコンテスタブルになっている

とは言い難い.なぜなら,規制緩和後航空会社は参入企業の価格切り下げ

に対して敏速に対応することが出来るようになっており,こうした敏速な

価格反応は,後にⅢで明らかになるように,既存企業の価格設定に対する

参入の脅威を無力化し市場をコンテスダブルではなくしてしまうのである.

さらに,規制緩和後の期間についてなされた計量分析でも,都市間路線

において集中度と利潤率との間に有意な正の相関が兄い出されている.も

し参入条件が支配的であるならばこうした関係は存在しないはずである.

その上,もし仮に利潤率と集中度との間に相関が存在しないとしても,は

たしてこれがperfect contestabilityの証明になるのかどうかという疑問

が　Schwartz (1986)によって提起されている.すなわち,たとえ参入の

脅威が無視されたとしても,既存企業間の競争が競争的成果を生み出すの

に充分なほど競争的であるかもしれないのである.正の相関は　perfect

contestability　の否定にはなるが,相関が存在しないことはperfect con-

testabilityの証明にはならないのである.
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IH Robustness

(A)退出ラグ・アプローチ

perfectly contestable市場ではサンク・コストがゼロと仮定されている

から,参入企業はいつでも固定費用を全額回収して市場から退出していく

ことが出来る. perfectly contestable市場をimperfectly contestable市

場にする1つの方法として,退出ラグ(X)という概念を導入する.すな

わち,潜在的参入企業にとって参入の際に必要とされる固定費用Fの回収

可能性に関して,参入企業が時間　Z(>0)経過した後に市場から退出す

るならば固定費用の全額を回収することが出来るものの,もしXよりも

以前に市場から退出するならば固定費用は全く回収出来ないとする. (図

1参[1,ll

0

-

臥

図1

また, T　を既存企業の価格反応ラグとする.すなわち,参入が0時点

で行なわれた場合,時間　Tが経過するまでは既存企業は価格を変化させ

て参入に反応することが出来ないとする.この価格反応ラグ期間中は,参

入企業は既存企業の価格をほんのわずか下回る価格を市場に提示すること

によって市場のすべての顧客を獲得することが出来る.既存企業を拘束し

ている価格反応ラグを参入企業が利用していくという論理が,コンテスタ

ビリティ理論の重要な特徴を形成している.

さらに,既存企業による価格設定が行なわれてから参入が生じ得る0時

点までの期間を参入ラグとし, Eで表わす.
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これら3つのラグを用いて,考察すべきケースを表1のように4つに分

けることが出来る.

表1

E = 0 」 > 0

T > X V - -̂ 亜 ケ ー ス ㊥

T < X ケ ー ス (り ケ ー ス㊨

ケース(力

既存企業の価格設定から参入までにラグがなく,かつ,参入企業は既存

企業が価格調節をすることが出来る以前に固定費用をすべて回収して市場

から退出することが出来るから,既存企業にとっては競争価格を設定する

他に選択の余地はなく,正にperfect contestabilityが成立しているケー

スである.

ケース⑧

参入企業は既存企業が価格を調節する以前に固定費用をすべて回収して

市場から退出してしまうことが出来ないから,参入が生ずるか否かは参入

後に予想される寡占的ゲームの性質に依存している.よって,市場で成立

する価格水準について確定的なことを言うことは出来ない.

ケース㊨

既存企業が価格調節出来る以前に固定費用の損失なく参入企業の退出が

完了してしまうから,参入を阻止するためには,既存企業は競争価格を上

回らない価格を設定しなければならない_　既存企業は競争価格を設定する

ことによって参入を阻止できるが.この選択の結果として既存企業が得る

利潤は永久にゼロである.ところが,既存企業にはもう一つの選択肢が残

されているー　それは参入ラグの存在を利用するという選択である.すなわ

ち,参入ラグの期間中独占価格pmを設定して独占利潤を獲得し, 0時点

で参入を受け入れるという選択である.参入後は参入企業の価格切り下げ
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によって市場はすべて奪われてしまうため,既存企業にとって,収入はゼ

ロになってしまう上,固定費用Fに対する利払いに等しい機会損失rF (檀

し, rは競争的利子率)が発生する.競争価格設定と独占価格設定のいず

れが既存企業の現在価値を最大化するかはラグの期間等の関連するパラ

メーターの値に依存し,現在価値のより大きい方の価格設定が選択される.

さらに踏み込めば,既存企業の退出ラグをどう考えるかという問題がある.

参入企業と既存企業の費用条件が対称的で, perfectly contestableの場合

のように退出ラグが存在しないとすれば(X-0),既存企業は0時点で直

ちに退出して参入後の価格切り下げによって被る損失を回避することが出

来るから,参入ラグ期間中独占的水準に価格を設定することが最も良い選

択となる.

ケース㊧

ここでnip)をある企業が価格pで市場全体に供給した時の収入と可

変費用の差とする.またFをn(pc)-rFの関係を成立させる価格水準と

する.すなわち,独占企業の純利潤がゼロになる価格である.さらに　7Td

を　T時点以降市場に既存企業と新規参入企業の双方がとどまっている時

に新規参入企業が得る収入と可変費用の差とする.

既存企業はケース⑪で述べたと同様に,独占価格を参入ラグの期間中設

定して独占利潤を得, 0時点での参入を受け入れるか,あるいは参入阻止

価格を設定するか,相互の現在価値を比較して選択する.参入阻止を実現

するためにはどのような条件が必要であろうか.そして,参入阻止価格を

競争価格Fよりもどの程度高い水準に設定することが出来るであろうか.

これが以下での課題である.

まずはじめに,もしnd>rFならば, p>p　という価格設定が既存企業

によってなされると,参入企業は　hit-and-stay　参入によって利潤を得る

ことが出来る.よって参入阻止を図ろうとする既存企業は_PくFと設定し

なければならないが,むしろ参入を許容し参入ラグを利用したImを選択

するであろう.ゆえに, nd<rF　が既存企業によって参入阻止が選択され

るための必要条件となる. nd<rFという条件の下では, X時点で参入企
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業は固定費用を完全に回収して市場から退出することが出来るというこの

アプローチの仮定により,参入企業の支配的戦略はX時点で市場から退

出しこの純損失の状態から逃がれる戦略となる. Ⅴ(♪)を既存企業の設定

する価格ク　の関数として表わした参入企業の現在価値とすると,この支

配的戦略からもたらされる　Ⅴ(l)は次のように表わされる.

V(♪) - [花。♪> -mj。,e-r'dt+ [-花d-rF,¥Te-蝣*dt

参入はV(p)く0となる価格pを既存企業が設定することによって阻止さ

れる.

直ちに既存企業の価格調整がなされる場合(T-0)には

V(p) - L冗rf-rF]
J;
e-rtdt< 0

となり,どのような価格pに対しても参入阻止条件V(p)^Oは満たされ

る.よって既存企業はp-p"と設定し,それでいながら同時に参入も阻

止している.既存企業による価格調整が即時的になされ得る場合には,参

入阻止と独占価格設定が両立するのである.

しかしながら　V(/サ)<0はT-0の場合にのみ成立するわけではない.

7Td-rF<0　であり,かつ, n{pm)は上に有界であるから, n{pm)-rFに

かかるウェイト (IVォ) が充分′j、さければV(p)^Oとなる. Tが0に

近いほど参入阻止価格はPmに近づき,逆に, TがXに近いほど参入阻

止価格はFに近づく.よって,どのようなXに対しても参入を阻止し

ながらPをpm -と引き上げていくことを可能にするT(<X)が存在す

る. 0<T<Xという範囲にあるTとXの組合せに対して,参入阻止価

格は(F, Pm~¥　のどこかに存在する.すなわち,充分に短いラグで既存企

業が価格調整をすることが出来れば,既存企業は参入の脅威を無視して独

占価格を設定することが出来るのである.

(a)サンク・コスト・アプローチ

imperfectly contestable市場を表現するもう1つの方法としてサンク・

コスト・アプローチがある.このアプローチでは,参入企業はいつ市場か
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ら退出してもよいが,退出する際には固定費用　Fの一定の割合S ∈ [0,

1]が回収されずに失われてしまうとする. ∫　が0に近づくことは固定費

用のサンクの程度がより小さくなり,退出がより容易になることを意味し

ている.

価格反応ラグの拘束から解放される　T時点では既存企業は価格を変化

させることが出来る.それに対応して, 0時点で参入した企業にはこの

T　時点において2つの選択肢がある. 1つは,市場を退出して(1-S)F

を回収するという選択である(hit-and-run).そしてもう1つはこのまま市

場にとどまるというものであり(hit-and-stay),この場合には既存企業と

の間に複占的相互作用が生ずる. 0時点で参入した企業の　T時点以降の

収入と可変費用の差を　T時点で評価した現在価値を1月　と表わす.もし

1月<0　ならば明らかにhit-and-run参入が選択されるから, hiトand-run

参入に対する既存企業の対応の枠内で論ずれば充分であり,特に取り上げ

る必要はない.よって, 1ル>O　として考察を進める.

参入企業は　T時点において退出するか,あるいはそのままとどまるか

を選択することが出来るから,参入時点(0時点)で評価した参入企業の

現在価値は次のように表わすことが出来る.

wi7i(p) +w2 maxia-s)F, V^-F

但しwi--l-e-"Ti-Pe-'-'dt]

w2-e-rT

もL lル>Fならばたとえ既存企業が競争価格を設定したとしても

wi71 (pc) +Wサ21月-F

- (主二誓¥rF+e-rTV-F

- (l^-F)e-"T^O

であり参入企業の　hit-and-stay　参入は参入企業の現在価値を非負とする

から,既存企業は参入阻止を選択しない.ゆえに,既存企業によって参入

阻止がなされる場合には, 17d<F　となっていなければならない.また,
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もL Vdく(1-S)F　ならば参入企業にとっては　hi卜and-run　参入が

hit-and-stay　参入を(弱い意味で)支配する.それゆえ,既存企業が参

入を阻止しようとし,かつ,参入企業が　hi卜and-run　参入を選択する局

面ではS-0ではV<Fであり, S∈(0,1]ではv^a-s)Fでなければ

ならない.

1. Hit-and-run #A

参入企業の支配的戦略が　hit-and-run　参入である時に,既存企業は参

入を阻止しながらどの程度まで価格を引き上げることが出来るであろうか.

まずはじめに1ル-O　を仮定する.この時にはどんなSの値に対しても

hit-and一mn　参入が支配的である.参入企業の現在価値は次のように表わ

される.

V(九S, T)-wi7t(l)+w2a-s)F-F

但し, U71-
1- 7-rT

γ

w2-e-YT

Tはwlと　W2　を通じて　Vに影響を与える　T-0の時にはwi-O,w2
1

-1,そして, T翔の時にはwi--,w2-0,さらにTe(0, -)ては謡

・o潔くOである・
hit-and-run　参入を阻止しながら利潤最大化を達成しようとする既存企

業は　V(/OsJO　という制約の下でPmに最も接近した価格(〆)を選択す

る.ここでγについて図2のような図を描くことが出来る.

これらの曲線はSと　Tの異なった値の組合せを反映している. LはH

に比べてより大きなSの値に対応している.参入企業はPmよりも高い価

格を提示することはないから(もし仮に既存企業がp>pm　を設定したと

すれば,参入企業はPm　を提示することによって　Vを最も高いPmでの

水準にすることが出来る),両方の曲線ともPmで最大値に到達し, P>♪m

ではこの水準にとどまる.

(D L曲線

V(♪蝣)<0であるから,既存企業はhit-and-run参入の脅威を無視し,
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図2　(出所) Schwartz (1986), p. 42, Fig. 1

〆-pm　と設定する.

(塾　H曲線

hit-and-run　参入の脅威によって既存企業は拘束されているから,

V(p)-O　となる価格水準,すなわちb　が既存企業によって設定される

(p*-p).この関係を元のV式に代入すると次のようになっている・

0- (主二㌢)冗(帥-rTa-s)F-F

これを書き直すと,

n(p) -rF[l+戸≒)

となる.

(i) perfect contestabilityの下では　T>0, s-0であるからこの式は

n(p)-rF　となり, b　は　F　に等しい.すなわち, perfectly con-

testableの時には競争価格でのみhit-and-run参入は阻止され得るの

である.
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(n) imperfect contestabilityの下ではS>0であるから　T∈(0, 00)で

p>p-となり,かつ,p<pmではW,(l),0であることから・票-
rF

(erT-1)n'(p)
>0となる.すなわち, Sの増大はH曲線を下方-シ

フトさせ,それゆえカを右方-シフトさせるのである.

これまでの議論を整理してみると次のようになる.既存企業の設定する

価格はV(pm)>0の時には(すなわち, hit-and-run参入の脅威によって

拘束されている時には)p*-p　となり,一方, V(*サ)」0　の時には

(hit-and-run参入の脅威によって拘束されていない時には)が-Pmとな

る.ここで価格反応ラグTを所与として,既存企業が独占価格pm　を設

定した時に　hit-and-run　参入の参入企業の現在価値を丁度ゼロにするサ

ンク・コストの割合をS　とする.すなわち　V(s¥pm, T)-0　である.

<0であるからS<SではV(pm)>0,またS>SではV(pm)く0となる.

これを前の結果と組み合わせると, s<sでは〆-p, s>吾では〆-Pmと

なる.以上をまとめると次の図3のようになる.

P*(s)

S2　　　　1

図3　(出所) Schwartz (1986), p. 44, Fig. 2

曲線OAC, OBCのいずれもSが減少するにつれて〆が低落し市場が
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より　contestable　になる　S<吉　の範四をもっている.しかしながら曲線

OAC　が有する範囲(s<s,)は非常に狭く, s-0　からの′j、さな垂離が

hit-and-run　参入の脅威を無力化し既存企業の独占価格設定を可能にする

に充分な大きさとなっている.

さらに　Vis;pm, T)-0　を元の形に直してやると

0- (主二誓¥n(pm) +e-蝣T(l一言)F-F

でありこれを召き直すと

(erT-1) (n(pm) -rF)
rF

となる. n(pc)-rFであるから　n(pm)-rFは明らかに正である.よって

Tが∞から0へと減少するにつれてerTはcoから1-と向かって減少

していくから, Tがゼロに近づくにつれて　吾　もまた0に近づいていくこ

とがわかる. T-0　ならば　5-0　となり,どのような　S>0　に対しても

〆-Pm　となる.このことはhit-and-run参入に対して既存企業が敏速に

価格を調整することが出来れば,コンテスタビリティ理論で考えられてい

る低いサンク・コストの働きが失われ,既存企業の価格設定行動が

hit-and-run　参入の脅威に影響されなくなるという意味で,市場がコンテ

スタブルではなくなるということを示している.

コンテスタビリティ理論の　robustness　をどうとらえるかについて異な

った2つの見解がある.その1つは　Shepherd　によって提示されている

ものであり, perfectly contestable (s-0)の近傍においてSとbとの問

に連続で単調な正の関係が兄い出されればrobustであるとしている.チ

なわも,図3で言えば, 0からSまでのP*関数の形状が問題になるので

あり,その判定基準に従えば曲線OACの状態であろうと曲線OBCの状

態であろうといずれもコンテスタビリティ理論のrobustness　を支持して

いることになる.これに対してもう1つの　Schwartz　の見解はS　の水準

を問題にしている.既存企業の価格調整が遅く　言が曲線　OBCのように

高い水準にある市場ではコンテスタビリティ理論の　robustness　を主張出
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来るが,既存企業p価格調整が敏速に行なわれて吾が曲線OACのよう

に低い水準にある市場では　S-0　からのわずかな轟離によって

hit-and-run　参入の脅威が無力化されてしまいコンテスタビリティ理論の

robustness　を主張することは出来ない.

2. Hit-and-stay参入

hit-and-stay　参入の下での参入企業の現在価値は次のようになってい

る.

Y(p) -wln (p) +w2Vd-F

これまでは1/<*-0を仮定しhit-and-run参入が常にhit-and-stay参入を

支配するとしてきたが, Vd∈[0, F)を仮定し　S*∈(0, 1]に関して　Vd

-a-s)Fが成立するとする.すなわちS*は, hit-and-stay参入をした

時の1月　がつくり出す参入企業の現在価値と同等の現在価値を生み出す

hit-and-run参入のサンクの程度を示している.

① S*>吉のとき,芸<oであるから,

Y(p�")-V(pm, s") < V(pm, s)-0

となり,既存企業が独占価格Imを設定した時でさえhit-and-stay

参入は参入企業の現在価値を正にしない.よって既存企業は

hiトand-stay参入を阻止しつつ独占価格を設定することが出来る.

② s*<sのとき,慧<oゆえに
Y(.pm)-V(pm, s*)>V(♪', s)-o

であるから既存企業がIm　を設定するならばhit-and-stay参入を

臣且止することは出来ない.

(り　s*<s(<s)では

vd-a-s*)F> a-s)F

であるからhit-and-stay参入がhit-and-run参入を支配してい

る.よって　hit-and-stay　参入を阻止するために既存企業は

〆-p(s*)に設定しなければならない.

s<s*では

vd- a-s*)F^ (ls)F
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であるからhit-and-run参入がhit-and-stay参入を支配してい

る.よって　hit-and-run　参入を阻止するために既存企業は

p*-p(s)に設定しなければならない. (図4参照)

P*(s)

一
S

図4

以上のように　hiトand-stay　参入の可能性を視野に入れることによって

起こった修正はS*<吾　についてのみである. ところが, ∫:-1一芸はT

とは独立であるがSはTが0に近づくにつれて0に近づいていく.それ

ゆえ充分小さなTに対応する低水準のSについてS*>言となり,既存企

業が独占価格を設定してもhit-and-stay参入は生じない.

(C)長期契約

ここまでの結果は,既存企業による敏速な価格反応によって

hit-and-run　参入及びhit-and-stay参入の脅威が無力化されることを示

している.こうした批判に対して　Baumol　グループは,既存企業の価格

設定に対する代わりの制約として長期契約による参入の脅威を主張してい

る.しかしながらSchwartzは以下の2つの点を根拠に,長期契約もまた

既存企業に対する脅威とは成り得ないと判定を下している.

第1点は,長期の価格契約は多くの市場で実行不可能という認識である.
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(この点に関連してしばしば引用されるWilliamson (1976)は, local ser-

vice airlines　については, franchise biddingの働く可能性があるとして

いる. p.287)

第2点は次のようなものである.買手が多数おり,かつ,買手問の協力

に禁止的な費用がかかる時には,個々の買手のフリー・ライダー的行動に

よって,ある一定の価格で買手の大きな部分を確保しようとする参入企業

の意図はくじかれてしまう.そして,コンテスタビリティ理論が対象にし

ているような規模の経済性が存在する場合は買手の大きな部分を獲得する

ことが参入企業に求められるから,規模の経済性と多数の非協力的買手と

いう条件の下では契約による参入は失敗する.何故参入企業は規模の経済

性に見合うだけの契約者数を獲得出来ないのか, 1つの事例を考えてみよ

ラ.参入企業は,最低限　k　人が参入企業と契約を結んだ時に効力を発揮

するという条件の下で,既存企業よりも切り下げた価格の契約を買手に示

したとする.この参入に対して既存企業は, 1くj'くk-2　を満たすj'よ

りも多数が参入企業と契約を結んだら参入企業の価格よりもさらに価格を

切り下げると表明することによって参入を阻止することが出来る.なぜな

ら,もしk-2あるいはそれよりも少ない数の他の買手が参入企業と契約

していたとすれば,自分の行動を決めようとしているある買手が契約しよ

うとしまいと参入は生じない.一方, k-1あるいはそれ以上の数の他の

買手が参入企業と契約を結んでいたとしたら,既存企業との契約を維持し

ておけば既存企業の対抗的価格切り下げの恩恵を受けることが出来る.よ

って,どの買手にとっても既存企業との契約を継続する方がより有利であ

り,参入企業は参入に必要な契約者数を狂得することが出来ず参入は阻止

される.この状況を;'-k-2　の場合について表にしてみると表2のよう

になる.

よって,他の買手の行動がわからない個々の買手にとっては,参入企業

と契約しないという戦略が支配的戦略となっているのである.



-202-　コンテスクビリティ理論批判

表2

k-2　　k-1 参入企業と契約して
いる他の買手の数

め

契

参入企業は k 人 を確保出来 参入企業は k 人 を確保す る

る ないか ら参入は失敗す る. か ら参入は成功する. 参 入

只 約 参入企業 と一旦契約 した買 企業 と契約 した買手は既存

辛 す 手は既存企業 と以前 と同 じ 企業の以前の価格 を切 り下

の る 価格で再 び契約 を結び供給 げた価格で参入企 業か ら供

秦

入

企

を受け る. 給 を受け る.

契

約

し

な

い

既存企業か ら以前 と同 じ価 参入企業 よ りもさらに切 り

業

と

の

関

係

格で供給 を受け続ける. 下げた価格で既存企業か ら

供給 を受け る.

Ⅳ　論理的可能性

コンテスタビリティ理論では固定費用の存在によって生ずる規模の経済

性とゼロ・サンク・コストが同時に仮定されている. Weitzman (1983)

は生産量がフロー概念であることに着目して,ゼロ・サンク・コストの仮

定が規模の経済性を無くしてしまい,収穫一定の状態をつくり出すことを

明らかにした.彼の主張の内容を説明するため,次のような具体的な事例

をつくることにする.

仮に,最小効率規模の水準を1時間当り10,000単位生産された時に達成

されるとする.このときの状態は図5の太線のように表わされる.

もしこの1時間の間に生産が一定のフローでなされているとすれば,最

初の15分間での生産量は2,500単位である.このとき,残りの45分間は生

産設備を解消してしまうとすると,この間生産量はゼロであるが,同時に

ゼロ・サンク・コストの仮定によりこの期問の費用もゼロである.よって

この関係を1時間という期間で見てやると, 1時間当りの生産量は2,500
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'トi.K n川り

図5

単位であり,その単位当り費用は1時間10,000単位を生産し続けた場合と

同一となる.買手に対してはこの15分間で貯えられた在庫を順次売ってゆ

けばよいのである.もし在庫費用がかかるとすれば生産を分割してやれば

よい.分割を無限に行なうことによって在庫はゼロに近づいてゆく.この

ように小規模生産の費用上の不利は排除され,収穫一定が全域にわたって

保証され,図5における破線のような状況が実現される.

このようなWeitzmanの批判に対してBaumolグループは次のように

反論している.まず第1は,生産をしていない期間の需要に対しては在庫

で対応することになるから,在庫のきかないものについては適用できない

という反論である. (サービスは生産と消費が同時に行なわれる.)第2の

批判点は,単位当り最低費用という状況はある一定の生産期問にわたって

一定の強度で生産過程が稼働されたときに達成されるのであり,無限に分

割可能とは考えられないというものである.すなわち,少なくとも短期間

在庫が可能であり,かつ,最も効率的な　batch　生産にとって分割不可能

な時間のまとまりを必要としない財にのみ　Weitzman　の批判は当てはま

る.よって,他の分割不可能性を償うために時間の完全分割性を代替する

というこうしたやり方は一般的なものとしては受け入れられないと反論し

ている.
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Ⅴ　ま　　と　　め

不確実性の問題は　Baumol　グループによっては取り扱われなかったが

Appelbaum and Lim (1985)によって検討されている.彼らは不確実性を

需要関数の中に導入し,需要条件が周知のものとなって事後的に生産量が

調整される局面をコンテスタブルである(竺匹些perfectly contestable)

としてモデルを組み立てている.市場のコンテスタビリティの程度を事前

的最適生産水準によって決定される参入確率と定義し,不確実性が増大す

るにつれて, (参入の確率が高まるという意味で)市場はよりコンテスタ

ブルになると結論付けている.

以上,コンテスタビリティ理論について検討してきたが, ①仮定の一般

性の欠落, ⑦仮定の矛盾, (釘集中度と利潤率の正の相関, ④変数の計測可

能性(サンク・コストをどのように計測するのか), ⑤理論の検証可能性

(どのように証明するのか), (◎Schwartzの意味でのnonrobust,といっ

た点から,コンテスクビリティ理論について疑問を抱かざるを得ない.

Baumolグループの複数生産物費用関数についての分析は有益なものと考

えられるが, "contestable'概念を産業組織論のbenchmark　にとの議論

には首肯出来ない点が多い.

Shepherd (1986)は注37 (p. 63)で, ``The `contestability'and `sus-

tamability ideas of William Baumol and his team were developed on

the Bell payroll."と述べている.コンテスタビリティ理論に対して最も

根源的な鋭い批判を加えているのがアメリカ司法省に属している

Schwartz　であることを思うとき,この理論の性格が暗示されているよう

に思われる.
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